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In recent years, fuel cell electric vehicles (FCEVs) have been attracting increasing attention for 
global warming issues; however, the economic growth is slow, it is difficult to say that the FCEV 
economics is experiencing a remarkable success. This research focuses on blind spots which may 
exist in the process of the FCEV market creation to obtain and deliver appropriate disciplines and 
directions to achieve the objectives. This study conducted the research from 2 aspects 
The 1st aspect is related to the issues in social science. FCEV issues were divided into product, 
process and infrastructure issues. By drawing on Technological Innovation Systems (TIS), this 
study proposed a new framework which highlights strong involvements of hyper-expectations, a 
core concept in the sociology of expectations. A meta-analysis was then conducted focusing on the 
assumptions of the extant literature based on a hypothesis that optimistic assumptions make a 
variety of recognition gap. The analysis verified the steep increase occurred in 2006–7 in 
academic studies that employed year-specific assumptions, and suggested a shift of increase to 
earlier years in public reports. A mechanism that displaces the innovations and a set of heuristics 
under hyper-expectations of each actor were proposed. 
The 2nd aspect is related to self-sustainability of hydrogen refueling station (HRS) and FCEV 
economics. The evaluation includes FCEV potential demand calculation, HRS refueling capacity 
calculation, HRS budget sealing. Consequently, self-sustainability was found in the H2 supply 
side; however, it was not seen in the H2 demand side because of high break-even point of FCEVs 
for passenger customers. On the other hand, self-sustainability was found both in the H2 supply 
and demand sides in the case of FCEVs for commercial customers. Based on the findings and a 
new framework, this study proposed a multi-step business model starting from non-automotive 
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きさから関心を集めているのが、ゼロエミッションビークル(Zero Emission Vehicle = ZEV)
の一種である燃料電池自動車(Fuel Cell Electric Vehicle = FCEV)である。 
FCEV はバッテリー電気自動車(Battery Electric Vehicle = BEV)と同じゼロエミッション




FCEV の課題はいうまでもなくコストである。自動車各社は 1990 年代初頭より数千億
円超の資金を投入し様々なコスト削減技術（高活性白金触媒、高耐久性電解質膜、メタ
ルセパレータ等）を実現してきた。これらによってプロダクトとしての FCEV は 2000 年
後半には ICEV に追いついたと言ってよいだろう。その結果、2012 年に現代自動車の ix35 
Fuel Cell、2014 年にトヨタ自動車の MIRAI が相次いでリリースされたが、不十分なプロ
セス・イノベーションによる高コスト体質は現在も大きく変わらない。例えば ICEV のニ
ューモデルは数百億円の投資が必要で損益分岐点は年間数千台以上とされる。各社発表


















図 １ ボタンの掛け違い1 
 
本研究のゴールは、燃料電池自動車の自律的市場創出に必要なマネジメントを解明す
                                                   













of Technology = MOT)の本質はこの点にあると著者は考える。 
1990 年代のバブル崩壊後に日本は失われた 20 年を経験するが、この間、多くの作品が
ボタンの掛け違いによって姿を消す風景を著者は眺めてきた。これが製造業の ROE 










リン供給ステーション(Gasoline Refueling Station = GRS)からなる広い意味での ICEV 経済
は、1908 年の T 型フォードの登場以来 110 年の年月をかけた「自然進化」によって人類
に多大な貢献をもたらした成功例といえるだろう。一方、新しいインフラ依拠型新商品
である FCEV とそのインフラである水素供給ステーション(Hydrogen Refueling Station = 












れらも ZEV が担う重要な役割であるが、本研究では地球温暖化問題を中心に考える。 
 
 
図 ２ 世界の大気汚染状況(2015 年 12 月 14 日 13:00) 
(Source: WAQI)3 
 
経済産業省の調査4によると、世界における ICEV の市場規模は年間 184 兆円で、カテ
ゴリー別市場規模で世界最大とされている。ICEV を主流とする輸送部門が排出した温室
効果ガスは 2013 年度に日本全体の 16.4%を占め、エネルギー転換部門の 41.1%、産業部
門の 27.0%に次ぐ３位に挙げられている。 
                                                   
2 インドの首都ニューデリーでは市民の生活の足である Three Wheeler をすべて天然ガス車に転換したが、大気汚染を
改善するには至っていない。
http://www.bloomberg.com/news/articles/2014-02-27/india-s-diesel-subsidy-spurs-pollution-worse-than-beijing 
3 http://waqi.info/ 数字が大きいほど汚染が厳しい。 
4 平成 24 年度産業技術調査事業報告書（産業カテゴリー別市場規模） 
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また、国連の気候変動枠組条約（UNFCCC）事務局が 2012 年にまとめた附属書 I 国の
温室効果ガス排出量統計では、GHG total including LULUCF”（Land-Use, Land-Use Change 
and Forestry）に占める Transport 部門由来の温室効果ガス排出量は平均 22.8%であり発展
途上国の成長に伴って今後急増すると予想されている。Energy Industries 部門の温室効果





（Intergovernmental Panel on Climate Change: 気候に関する政府間パネル）第４次報告
(AR4) (IPCC, 2007) 5からと言って良いだろう。AR4 の 110 のシナリオのひとつ「２℃目標
シナリオ」6が各国の政治目標 [秋元, 2014]として取り上げられて以降、温室効果ガス排
出量削減に向けた取り組みは政府や民間企業の社会的責任(Corporate Social Responsibility 
= CSR)として位置付けられるようになった。例えば、日産自動車は 2010 年の NISSAN 





当する WG2 や、緩和策(mitigation)を担当する WG3 が、ケーススタディーの中から 110
のシナリオの一つを取り上げて総合的判断を行って推奨したものではないとされている 
[秋元, 2014]。なお、AR4 の後に発表された IPCC 第５次報告(AR5) (IPCC, 2014) 8では、
CO2 濃度の一時的なオーバーシュートが許容されることになり、AR4 より現実的な考え
                                                   
5 例えば、気候変動に関する政府間パネル（International Panel of Climate Change）では、Working Group 1（気候
変動予測）、Working Group 2（温暖化影響）、Working Group 3（対策等）という３つの作業部会で検討する体制がと
られている。すなわち、WG3 のコスト計算は WG1 と WG2 における検討結果がその前提となる。 
6 「地球温暖化が産業革命以前比 2℃を超えないためにはCO2濃度を 450ppm以下で安定化することが必要であり、CO2
排出量を 2050 年までに少なくとも半減する（-50～-85%）」というもの。 
7 http://www.nissan-global.com/JP/NEWS/2011/_STORY/111024-01-j.html 
8 温室効果ガスの代表的濃度を放射強制力（W/m2）の強さで表現した RCP（Representative Concentration Pathway）
が用いられるようになった。RCP の後に 
続く数値が大きくなるほど 2100 年時点での温室効果ガス濃度が大きくなるとされており、上限 RCP8.5 と下限 RCP2.6










可能な範囲を超えた CO2 が大気圏に排出されていることは間違いないと言えるだろう。 
 
 








                                                   
9 NISSAN GREEN PROGRAM 2016 では AR5 発行にともなう内容変更は行われていない 
10 もしくは永久に不可能 
11 「20 世紀半ば以降に観測された気候変動は、人間活動の影響が主な要因である可能性が極めて高い（95%以上）」 
13 
 
動機関を組み合わせたハイブリッド自動車（Hybrid Electric Vehicle = HEV）を開発し12、
加減速時のエネルギーロスを減らすことによって大幅な排出量削減を可能とした。ハイ
ブリッド技術が最初に実用化されたのは 1997 年に発表されたトヨタ自動車の Prius であ
り、通常の ICEV に比べて走行燃費（km/L）をほぼ倍増した。トヨタ自動車はその後 HEV
のラインアップを拡充し、2014 年 9 月末までに累計 705 万台のグローバル販売台数を記
録している13。 
しかし、内燃機関を用いる限り排出量削減には限界がある。前記 NISSAN GREEN 
PROGRAM 2016 によると、ICEV と HEV でそれぞれ 2015 年（2000 年新車比 25%減）お
よび 2025 年（同 50%減）頃に限界を迎えると考えられている14。すなわち、内燃機関の
改良で NISSAN GREEN PROGRAM 2016 を実現することは不可能であり、少なくとも















                                                   
12 欧州ではガソリン自動車よりも高い熱効率を誇るディーゼルエンジンがその主役となったが、2015 年 9 月のドイツ









い Technological Innovation System (TIS) フレームワークを用いて FCEVの現状を分析する。
４章では企業戦略への影響が懸念される FCEV 普及予測文献を対象としたメタアナリシ











２．１ BEVおよび FCEV 概況 
マークラインズ統計16によると、2014 年の自動車世界販売台数は年間で 85,252,920 台で
あり、このうち、BEV と FCEV の販売台数はそれぞれ 158,912 台（0.19%）、19 台（0.00%）
であった。一方、誕生したばかりの ZEV 統計はまだ網羅性が低く、近年普及が著しい中
国の低電圧 BEV を含めると既に 30 万台に達するという意見もある。しかし、仮に 30 万








その後、カリフォルニア州 ZEV 規制(90 年)、イラクのクウェート侵攻(90 年)、湾岸戦
争(91 年)等を経て BEV への期待が急速に高まり、1997 年に General Motors から鉛電池や





ウムイオン電池を搭載した 5 ドアハッチバックの BEV 乗用車（日産リーフ）が日産自動
車から販売された。更に、2012 年には安価なパソコン用リチウムイオン電池を搭載した
ラグジュアリーセダンタイプの BEV 乗用車（Model S）がアメリカのベンチャー企業 Tesla 
Motors から販売された。 
【FCEV】 
                                                   
16 http://www.marklines.com/ja/vehicle_sales/search_country 
17 現在の BEV でも航続距離の問題は完全に払しょくされていない。一般に Range anxiety と呼ばれている 
18 石油供給が不十分であったが、水力発電による電気供給は受けることができた 





度目の山を登りつつある。一度目の山は 1998-2007 年頃に現れた。1997 年 10 月に英
Economist 誌が東京モーターショーの FCEV プロトタイプ展示（Daimler-Benz、トヨタ自
動車）を取り上げて”At last, the fuel cell”と報じ、同月の Automotive News 誌の取材で
Daimler-Benz 副社長が「2003 年に商用化、2004 年に年産 4 万台」とコメントした頃から
FCEV ブームが到来した。更に米同時多発テロ後の水素政策強化も手伝ってプロトタイプ
の試作と路上デモンストレーションが相次いだ。日本では 2002 年 2 月に首相官邸に納車
された FCEV の前で金色の大きなカギを抱えた小泉純一郎首相の笑顔が記憶に新しい。 
その一方で、FCEV 商業化に対する市場のエンドースメント（裏書）は早々に失われた。
燃料電池ブームの先駆けとなったバラード社の株価を例にとると、2000 年 2 月 1 日に史
上最高値 114 ドルを記録したあと 2002 年 2 月に 11 ドルに下がり、2007 年 1 月以降 5 ド
ルを回復することなく現在に至っている（図 ４）。この状況を追いかけるように 2008 年




図 ４ バラードパワーシステムズ株価推移20 





ただ、幸運なことに二度目の山がその直後に始まった。2009 年にドイツの Daimler が 7
社共同で水素ステーション整備プロジェクト H2 Mobility を立ち上げると、動きはすぐイ
ギリスとフランスに波及し、2012 年に UK H2 Mobility、2013 年に H2 Mobility France21が
相次いで設立された。 
その後、2014 年の MIRAI のリリースによって一時的に出来高（青線）は増加したもの
の株価は反応せず、2015 年 5 月には出来高も沈静化した。これは株式取引が長期的リタ
ーン（経済的成功）を求める銀行家ではなく、短期的リターンを求める投資家のイベン
ト（お祭り）になっていると見ることもできるだろう。現在、Ballard をはじめとした北







ICEV を上回るシェアを達成することで、はじめて ZEV の存在意義は成就されたと言え
るだろう。これは、地球規模の問題解決を目的としない天然ガス自動車(Compressed 
Natural Gas Vehicle = CNGV)や LP ガス自動車(Liquide Petroleum Gas Vehicle = LPGV)等の
代替燃料自動車(Alternative Fuel Vehicles = AFV)自動車よりも普及に向けた強い意思が求
められることを意味している。 
こうした大規模普及に至る経路は、横軸に年代、縦軸に普及率もしくは普及数をとっ
たプロダクトライフサイクル（product life cycle=PLA）を用いて表すことができる（図 ５）。 
 





図 ５ プロダクトライフサイクル 
 






図 ６に、19 世紀のイギリスにおける帆船と蒸気船の普及を示す。帆船は 1820-1860 年
代におけるイギリスの商船ビジネスを支えたあと、徐々に数を減らしながら次代の蒸気
船に海上輸送手段における進化のバトンを渡した。図 ６の帆船の曲線はベルカーブと呼
ばれるが、この前半が図 ５の 3)に対応している。帆船の総トン数が最大だったのは 1860






図 ６ 1880 年代のイギリスにおける帆船と蒸気船の普及 
（出典： (Geels, 2002)） 
 
図 ７に、20 世紀のアメリカにおける馬と ICEV の普及を示す22。馬の最は 1915 年の
26,439,000 頭であるが、15 年後の 1930 年には ICEV も 26,749,853 台に達しており、馬は
ICEV の 71%の 1,888,5856 であった。ここにも強い進化の勢いを見ることができる。 
 
 
図 ７ 1990 年代のアメリカにおける馬(Equine)と ICEV の普及 22 
                                                   






図 ８に、20 世紀のニュージーランドにおける AFV(CNGV, LPGV)の普及を示す。1973
年の第一次オイルショックのあと、日本と同じく天然資源に乏しいニュージーランド政
府は多額の補助金をもって ICEV を CNGC や LPGV に改造するコンバージョンキットの
導入と、GRS に CNG ステーションや LPG ステーションの機能の追加工事を政策によっ
て推進した。この結果、1984-5 年には新車登録台数の半数を CNGV および LPGV が占め
るようになったが、日本による液化天然ガスの輸入本格化によって CNG および LPG の
経済的意義が失われ、当該政策が 1984 年にキャンセルされるとわずか 4 年で統計に表れ
ないほどに急減した。これ以降、ニュージーランドは新車登録台数こそ伸ばすものの











うに政策が大きく変わった訳ではない。例えば平成 10-19 年度に累計 26,353 台の CNGV
に累計 196.3 億円の補助額（1 台当たり 74.5 万円）が支給されたが23、利便性、航続距離、
コストなどの諸問題が顕在化されるにつれて需要は期待を下回り年間導入台数はベルカ
ーブを描く結果となった。 
運輸低公害車普及機構が 2003 年に行ったアンケート24によると、CNG トラック導入の
障害となる要因として、「スタンドが少ない」が 49%、「航続距離が短い」が 22%、「補助
金を勘案しても車両導入コストが高い」が 18%であった。優先順位 1 位から 3 位までに
ウエイト付け（1 位 3 点、2 位 2 点、3 位 1 点）した集計でもこれらが３つの要因が全体




図 ９ 天然ガス車の年間導入台数 
（出典：日本経済新聞25） 
 
                                                   
23 http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/dokuritu_n/gijiroku/pdf/081125_1_si2_02.pdf 
24 http://www.levo.or.jp/newslevo/pdf/newslevo20.pdf 





ーンエネルギー自動車の 2010 年度普及目標を 348 万台26と定め、うち 100 万台が天然ガ
ス自動車、5 万台が燃料電池自動車とされていた27。これらの目標は全て未達に終わった








図 １０ ２つのベルカーブ 
 
帆船と馬も CNGV も見かけはベルカーブであるが、帆船と馬は次代の蒸気船や ICEV
















以降では ICEV を成功例として取り扱うこととする。 
現在までの ICEV の成功例うち、顕著な事例として日本を挙げることができるだろう。










図 １１ 自動車関連産業就業者29と運転免許所有者 





























が、これは 60 年後に Christensen ら（1995）によって考案された Disruptive innovation（お
よびその対義語としての Sustaining innovation）と同義と考えてよいだろう。 
Schumpeter はまた「旧いものは概して自分自身のなかから新しい大躍進を大きな力を
もたないからである。先にのべた例についていえば、鉄道を建設したものは一般に駅馬













念ながら Schumpeter の時代には地球温暖化問題も ICEV 由来の大気汚染問題も存在しな
かったため「間接的価値」を目的とした政策決定という概念について Schumpeter は何も
語っていない31。 
2014 年の国内総生産（支出側）486 兆円のうち、政府最終消費支出は 100 兆円であり、
























たとえば BEV は、LEAF や Model S などの登場で自動車市場への復帰を果たし、今も
成長を続ける ICEV と並行しながら更なる成長を模索する段階にある。一方、2015 年現


















                                                   









ICEV の経済発展は、1908 年 10 月にアメリカで発表された T 型フォードをその起点と
することができる。それまでの馬車や鉄道に代わり、ICEV は新しいインフラ依拠型新商










な ICEV が配備される前でも GRS の収益性は高く、T 型フォード発売から 10 年後（1918
年）には ICEV登録車143,000台36に対して既に20,000基のGRSが存在した (Melaina, 2007)。
こうした成長をリードしたのは政府ではなく資本の増加を目指した銀行家であり、ICEV
の産業生態系がきわめて自然に紡ぎ出されたと言えるだろう（視点１）。 
日本に目を転じると、1945 年に日本の自動車産業が再開してから 10 年後（1955 年)の
ICEV 乗用車の生産台数は 20,000 台であったが、ICEV 商用車の生産台数は既に 660,000
台に達していた（図 １２）。1918 年のアメリカとは多くの事情が違うとはいえ、なぜこ
れほど短期間に ICEV 商用車の成長が起こったのであろうか。 
 
                                                   
35 例えば、照明用灯油需要は 1910 年代に登場したタングステン電球が広く普及するまで旺盛であり、スタンダード・





図 １２ 日本の自動車生産台数推移（台／年） 
（出典：国土交通省統計より著者作成） 
 









1950 年代の日本はまだ定置式 GRS が普及しておらず、地下タンクが不要で小回りの利
くポータブル計量器は広く都市部や地方に行き渡り、高度経済成長期以前の日本の経済
を支えた。（Appendix 2 日本におけるポータブル GRS）。その後、1950 年 10 月に民間石
油輸入が再開しすることで定置式 GRS の普及が本格化し、1952 年 7 月に政府統制が撤廃
されると石油消費は更に拡大した（表 ２）。 
 
表 ２ 石油消費量の推移 
（1952 年自動車年鑑 p369 より著者作成） 
年度 揮発油 灯油 軽油 重油 合計 （kL/年） 
1946 159 49 79 407 694 統制中 
1947 250 46 146 744 1,186 統制中 
1948 314 58 212 1,029 1,613 統制中 
1949 324 64 166 934 1,488 統制中 
1950 460 89 241 1,191 1,981 統制中 
1951 885 129 374 3,559 3,559 統制中 
1952 1,580 147 441 5,763 5,763 統制廃止 
1953 2,154 415 598 8,727 8,727 統制廃止 
1954 2,323 471 677 8,939 8,939 重油消費規制 
 
1962 年以降は定置式 GRS の建設ラッシュが続き（図 １４）、GRS 間の過当競争（月間
販売量の漸減）が懸念されるようになった。このため通商産業省は 1965-1966 年度の GRS
年間建設数を 1,500 か所に規制したが、規制解除後の 1968 年度に約 6,000 か所に近い建
設計画が表面化したため一時建設中止の暫定措置を出し、この結果、GRS 建設数は 1968

























次に BEV の経済的側面について述べる。自己資金（視点１）で LEAF を開発した日産
自動車は、LEAF の発売とほぼ同時に発表された NISSAN GREEN PROGRAM 2016 におい
てルノー日産アライアンスで 2016年までに累計 150万台のBEVを販売すると発表した。
グローバルマーケットの拡大も手伝って発売から 4 年（2012 年 12 月現在）で LEAF を含
む BEV の累計販売台数は 15.6 万台に達したが、前記目標の達成は困難とみられている。 
日本市場における LEAF の月間販売台数の推移を図 １５に示す。日本市場では販売直
後に記録した月間販売台数 2,593 台（2011 年 2 月）をそれ以降一度も超えておらず T 型





図 １５ 日本市場における日産 LEAF の月間販売台数および累積販売台数 
 










































Monthly Sales (Japan) Cumulative Sales (Japan)
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の投資に加えて 2,000 人以上の従業員が ZEV の開発に従事している」38と発表した。5,000
億円のうち、車両の製造原価に含まれる開発費にどの程度が充当されたかは明らかにさ
れていないが、仮に 5,000 億円全額を累計販売台数 15.6 万台で割ったときの単価は 320.5
万円であり、LEAF(S)の販売価格 273 万 8,800 円を上回る（視点２）。以上より、BEV 最
大手である日産自動車の経済的成功はまだ道半ばといえるだろう。 
プレミアム BEV の年間販売台数推移を図 １６に示す。 2012 年発売の Tesla Motors 
Model S や 2013 年発売の BMW i3 とも順調な販売台数の増加が認められる。このうち投
資家から得た資金（視点１）で Model S を開発した Tesla Motors は実績のないベンチャー
企業でありながらアメリカを中心とする富裕層の支持を得て順調に株価を伸ばし、2013
年 5 月 22 日には 2010 年に政府から借り受けた長期融資（ATVM：先端技術車両製造）
$451.8M を 9 年前倒しで返済した39（視点２）。 
 
図 １６ 世界における主要 BEV の年間販売台数推移 
（マークラインズ統計データより著者作成） 
 
しかし、2014 年 12 月決算によると売上高$3,198M に対して$2,772 の長期負債があり、
                                                   
38 第 41 回東京モーターショー記者会見（2009 年 10 月 21 日）
http://www3.stream.co.jp/web06/nissan/press/JP/META/event_34jp_01-bb.asx (8:42), 
http://nissan-tms.tumblr.com/post/232760435 
39 http://ir.teslamotors.com/releasedetail.cfm?ReleaseID=766747 ATVM の総額は$8,000M であり、Tesla Motors の






























Tesla Motors は Daimler 投資部門 Blackstar Invest 等、多くの銀行家から投資を得ているが








表 ３ I TEM 6.SELECTED CONSOLIDATED FINANCIAL DATA 
（Tesla Motors, Feb 26, 2015 Annual Report） 
 
 
Tesla Motors の Elon Musk CEO は、かつて電子決済サービス PayPal の共同創業者であっ
ただけではなく、現在は NASA に衛星打ち上げロケットを提供する Space Exploration 
Technologies Corporation (Space X)ほ含め、様々な革新的事業で CEO を努めている。元来
の視野の広さで大手自動車会社には困難な事業を推進したと考えると理解しやすい。「郵
便馬車をいくら連続的に加えても、それによってけっして鉄道をうることはできないで
あろう」という Schumpeter の比喩が 100 年後に繰り返されるとしたら、その可能性を最
も高く備えるのは Tesla Motors のようなベンチャー企業だろう。 
BMW の i3 は、499 万円という価格ながら LEAF より小さい supermini というカテゴリ
ーで 2014 年に 15,655 台を記録している。BMW は元来富裕層顧客を多く持つが、世界初







Total revenues $ 3,198,356 $ 2,013,496 $ 413,256 $ 204,242 $ 116,744
Gross profit 881,671 456,262 30,067 61,595 30,731
Loss from operations (186,689 ) (61,283 ) (394,283 ) (251,488 ) (146,838
Net loss $ (294,040 ) $ (74,014 ) $ (396,213 ) $ (254,411 ) $ (154,328
(in thousands, except share and per share data)
Year Ended December 31,






らではの視野の広さの現れかも知れない。なお、i3 も LEAF と同様、銀行家ではなく社
内資金で初期投資が賄われたと考えられるが、金額は明らかにされていない（視点１）。 
その他の BEV としては、2013 年以降に登場した中国製 BEV（BYD e6, QQ3, Zotye E20）
が挙げられるが、マークラインズによるといずれも年間販売台数 1 万台以下であった。
また、2000 年代初頭に Tesla Motors とともに脚光をあび、同じく DOE からの長期融資を
受けた Fisker Automotive は 2013 年に経営破たんし中国資本の傘下となっている。 
 
２．４．３ FCEV 
BEV の 2014 年世界販売台数は 158,912 台44に達し（図 １７）、経済的成功としては道
半ばながら銀行家と連携した姿も見られるようになった。一方、2015 年の FCEV 世界販
売台数は数百台（MIRAI は 2015 年に 700 台生産予定）とされ、日産リーフ初年度販売台
数（2011 年、10,310 台）販売台数の 1/10 以下であった。この台数は、2000 年代の技術デ
モンストレーションと大差ない。この理由として指摘されるのがインフラ依拠型新商品
としての FCEV に必須である HRS の配備遅れである。 
 





図 １７ 世界における HEV および ZEV の年間販売台数推移 
（マークラインズ統計データより著者作成） 
 
























































































中規模 300 以上 
オンサイト方式（パッケージを含むもの） 定額 280 
オンサイト方式（上記に該当しないもの） １／２ 280 
オフサイト方式（パッケージを含むもの） 定額 220 
オフサイト方式（上記に該当しないもの） １／２ 220 




オンサイト方式（パッケージを含むもの） 定額 180 
オンサイト方式（上記に該当しないもの） １／２ 180 
オフサイト方式（パッケージを含むもの） 定額 150 
オフサイト方式（上記に該当しないもの） １／２ 150 




液化水素対応設備 １／２ 40 
オンサイト方式 ：水素製造装置を敷地内に有する 
オフサイト方式 ：水素製造装置を敷地内に有さない 
移動式     ：充填性能に直接関わる設備を１の架台に搭載し移動可能なもの 
パッケージ   ：主要設備を１又は２の筐体に内包した設備形態のもの 
水素集中製造設備：供給先水素供給設備に、水素を集中的に製造及び供給する 
液化水素対応設備：オフサイト方式設備のために液体水素を受け入れ供給する 
水素供給能力  ：燃料電池自動車等への平均的な水素供給能力 
 
前記事業が想定する HRS の水素供給能力は 300Nm3/h（中規模）である。燃料電池シス
37 
 
テム等実証研究（第 2 期 JHFC プロジェクト）報告書（以下、JHFC 報告書）47によると、





代、保険代等）。JHFC 報告書によると、HRS の償却期間は 10 年で、10 年間の固定費総
額は 6.9 億円であった。また、水素販売価格から税金と利益を除いた水素製造単価はハイ
ブリッド自動車と同程度のランニングコストを実現可能な 77.4 円/Nm3（内訳は固定費
45.3 円/Nm3、変動費 32.1 円/Nm3）であった。すなわち、1,340 台とは、HRS の水素供給
能力を示すとともに、HRS から水素製造単価 77.4 円/Nm3 以下で水素を購入するために必
要な最低顧客数という意味を併せ持つ。 
このため、例えば FCEV 顧客数が 1,340 台から 494 台に低下すると水素製造単価は 77.4
円/Nm3 から 155 円/Nm3 (= 32.1+45.3/494*1,340)に倍増する。トヨタ MIRAI の 2015 年度





















いる。すなわち、図 １８の問題は、HRS の①過大能力、②過少配備にある。 
H2Mobilityの理論的背景となった 2010年のMcKinsey報告書50でも同様の結論が示され
ており、ドイツにおける初年度 HRS 利用率は 21%とされた（図 １９）。この報告書で
2010-2020 年の HRS の姿として想定されたのは、2 つのディスペンサー、400kg/day の水
素供給能力を持つ Small station であり、1 日あたり 70-100 台の FCEV に水素供給可能とさ
れている。400kg/day は、JHFC 報告書の稼働時間前提 13h/day で換算すると 345Nm3/h 
(=400*11.2(Nm3/kg)/13h)に相当し、JFHC の HRS とほぼ同程度の能力である。Small station
という命名にはやや御幣があるだろう。 
HRS 利用率 21%を日本の HRS に適用すると FCEV 顧客数は 281 台であり、水素販売量
の低下によって水素製造単価は 248 円/Nm3 (=32.1+45.3/281*1,340)に高騰する。これは
HEV のランニングコスト達成に必要な水素製造単価 77.4 円/Nm3 の約 3 倍である。銀行
家が懸念を示すのに十分な理由と言えるだろう（視点２）。 
                                                   
49 具体的には、FCEV の購入を希望する富裕層が存在しても、近隣に HRS が配備されていないため購入に至らないケ
ースを意味する 
50 http://www.europeanclimate.org/documents/Power_trains_for_Europe.pdf (2010/11/05)。なお、ドイツにおける





図 １９ A portfolio of power-trains for Europe: a fact-based analysis 
 
こうした懸念を防ぐ対策として容易に考えられるのは、 
①水素需要に応じて水素供給能力を最適化させ、HRS 利用率を 100%に近づける 
②水素需要の取りこぼしが生じないよう、①の HRS を多数配備する 
である。図 ２０に、対策案を示す。ここで、点線は水素需要に対する水素供給能力の
過剰が殆どなく、HRS 利用率が改善している状態を示している。また、こうした HRS の












とは異なる FCEV/HRS ビジネスモデルが提案された。それが、FCEV と HRS を別々の事
業として見るのではなく、一つのパッケージとして過不足のない合理的な需給バランス
を取ることで経済的成長を目指すというビジネスモデルであり、欧州では Captive Fleet 
Approach もしくは Tupperware Business と呼ばれている。Tupperware とは 1946 年に考案さ
れた米 Tupperware 社製密封容器の登録商標であるが、様々な食材を入れた弁当箱という
イメージは前記ビジネスモデルの特徴をよく表していると言えるだろう。 
ここで用いられる FCEV は、100kW 級のいわゆるフルサイズ FCEV ではなく、市販 BEV
商用車（Renault Kangoo Z.E.）に航続距離延長用の 10kW 級燃料電池を搭載したいわゆる
Fuel Cell Range Extender Electric Vehicle (FCRE-EV)であることを特徴とする。仏 Renault 製
BEV商用車(Kangoo Z.E.)をベース車両として用いることで巨額の車両開発費を不要とし、








相対的に FCEV 価格に対して経済的余裕が乏しい現在の顧客も 1950 年代の日本のよう
にまず商用車を活用するだろうという読みから高速走行が不必要な商用車に狙いを絞り、
FC スタックのダウンサイジングと BEV では困難な冬季暖房を武器にニッチ市場を切り
開いた。レンジエクステンダー用 FC スタックはガソリン発電機のように一定出力で運転
されるため負荷追従応答用の補機も必要ない。この結果，FCEV の一種でありながら車両
代・燃料代・電気代・保険代・HRS 償却費など５年間の総保有コスト（Total Cost of 
Ownership: TCO）でディーゼル商用車とほぼ対等52という低コストを実現した。この
FCRE-EV は 2016 年に 1,000 台の生産を目指すとされている。 






減価償却を進めることが出来る。こうした HRS は FCEV 乗用車のためのいわゆる「余剰
能力 HRS」に対して「最適能力 HRS」と呼ぶことができる。Symbio FCell は最適能力 HRS




このビジネスモデルはフランス大統領府の支援のもと H2 Mobility France の基本方針53
として欧州政府燃料電池水素共同実施機構 The Fuel Cells and Hydrogen Joint Undertaking 
(FCH-JU)の主要プログラムの一つである H2 Mobility Europe に採択され、2016 年に 1,000
台の配備を目指すとされている54。Symbio FCell は欧州全域へのビジネス展開を計画55す
るとともに、建設機械用・非常電源用・船舶用など HRS 配備律速が発生しない様々な分
                                                   










背景に 2014 年 5 月には Michelin が発行済み株式の 1/3 を所有するに至った56。Michelin
は銀行家ではないが、資本の増加を目的とした投資を行っていることからこれに準ずる
と考えて良い（視点１）。 
Symbio FCell 創業者である Fabio Ferrari CEO、Pierre-Yves Le Berre VP は、ともに自動車
業界ではなく異業種（テレコム）の出身という点で Tesla Motors の Elon Musk CEO のキャ
リアと類似している。彼らの戦略のコアは燃料電池技術そのものにはなく、燃料電池技
術を含む「産業生態系」の構築にあると言って良い。このための方法論として FCEV 乗
用車に固執することをやめ、FCEV 商用車と HRS のパッケージに注目することで FCEV
乗用車では不可避である需給問題を解決した。Symbio FCell のビジネスモデルが本格化す
るのは 2016 年以降であるが、どのような形で投資回収が進むかが注目される（視点２）。 
 
２．５ 技術的側面 
ここで、改めて ICEV に対する BEV、FCEV の価値（魅力）について整理したい。 
まず、BEV、FCEV が、現在 ICEV が市場で担っている運用形態をどれだけトレースで
きるかを、プロダクト要因（プロダクト・イノベーション）、プロセス要因（プロセス・
イノベーション）、インフラ要因、の３つから比較した結果を表 ５に示す。ここで、ICEV
と BEV は同じベース車両を用いた日産 NV200 と e-NV200、FCEV はトヨタ MIRAI を参
照した。 
  




表 ５ ICEV と ZEV の比較（１） 
（ICEV:日産 NV200 VX、BEV:日産 e-NV200 VX、FCEV:トヨタ MIRAI） 
大項目 小項目 ICEV BEV FCEV 
プロダクト要因 航続距離 ○ 770km △ 190km ○ 650km 
燃料重量 ○ 24→0kg57 △ 294kg58 ○ 88kg59 
燃料補給時間 ○ 3min △ 30min ○ 3min 
ランニングコスト ○ 6yen ◎ 1.5yen ○ 6yen 
ゼロエミッション × ○ ○ 
プロセス要因 量産価格 ○ △ △ 
インフラ要因 燃料補給利便性（現在） ○ △ × 
普及見込み（現在） ○ △ × 
 
プロダクト要因は、BEV がランニングコストを除く全項目で ICEV に劣るのに対して、




BEV と FCEV は輸送に対する負荷という観点からバッテリー（E=mc2から逆算された重
量ではない）および水素タンク重量（水素重量ではない）としている。エネルギー重量
（燃料重量）1kg あたりの航続距離は、ICEV・BEV・FCEV でそれぞれ 27km/kg・0.64km/kg・
7.4km/kgであり、BEVに対して ICEV は 40 倍以上、FCEV も 10 倍以上の航続距離がある。 
 
表 ６ ICEV と ZEV の比較（２） 
大項目 小項目 ICEV BEV FCEV 
 車両重量 1220kg 1520kg - 
最大積載量 600kg+2 名 550kg+2 名 - 
最大車両重量 1930kg 2180kg - 
燃料重量あたり航続距離 27km/kg 0.64km/kg 7.4km/kg 
ICEV 比 100% 2% 27% 
普及見込み（現在） ○ △ × 
 
バッテリーの高性能化は年々進んでいるが理論的に 10 倍以上の改善は困難である。仮
                                                   
57 24kg = 650km / 20(km/L) x 0.75(kg/L) 
58 http://www.nissan-techinfo.com/refgh0v/og/FRG/2011-Nissan-LEAF-FRG.pdf 













実現したときの理想価格）に分けて考えることができる。BEV と FCEV の量産価格は MIT
レポート” On the Road in 2035” (Bandivadekar, et al., 2008)等で詳細に分析されているが、図 




図 ２１ 量産時車両価格 
（MIT レポート (Bandivadekar, et al., 2008)より著者作成、 
PHEV は Plug-in Hybrid Electric Vehicle を表す） 
                                                   




一方、インフラ要因は前述のとおり BEV が△、FCEV が×である。これによって普及
見込み（現在）は BEV が△、FCEV が×と判断した。以上より、ICEV に対する BEV と
FCEV の技術的側面について本研究では以下のように考える。 
 
 地球規模の問題解決のために ICEV と置き換えを行う主体は FCEV である 
 BEV はランニングコストを生かした用途で FCEV と棲み分けられる 
 BEV の配備遅れはプロダクト要因とインフラ要因に起因する 
 FCEV の配備遅れはインフラ問題に起因する 
 
２．６ まとめ 
表 ７に、ICEV と BEV および FCEV の経済的成功についてまとめた結果を示す。 
大手自動車会社の BEV および FCEV は視点１、視点２のいずれも NO であり、独自資
金での成長を目指しているが投資回収には至っていない。一方、ベンチャー企業の Tesla 




表 ７ ICEV と ZEV の経済的成功 
 視点１ 視点２ 経済的成功 
ICEV YES YES YES 
BEV NO NO NO 
 (TESLA) YES (NO) NO 
FCEV NO NO NO 





（図 １５）。ルノー日産アライアンスは 2016 年までに累計 150 万台を目標としているが、
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2015 年 6 月の累計は 25 万台であり61、想定の 1/6 の普及速度となっている。これが損益










                                                   
61 http://www.nissan-global.com/JP/NEWS/2015/_STORY/150624-02-j.html 










本研究は、単に安くて高性能な FCEV を販売することではなく、FCEV の産業生態系を
構成する産業界（自動車、部品、材料、修理、エネルギー、保険、物流等）、政府、アカ








た取り組みとして System-level Innovation が注目されている (Suurs, Hekkert, Kieboom, & 




Innovation System (TIS) と呼ぶ。TIS について、Carlsson と Stankiewicz は次のように定義
している。“A network of agents interacting in the economic/industrial area under a particular 
institutional infrastructure and involved in the generation, diffusion and utilization of technology” 
[p.94]  (Carlsson & Stankiewicz, 1991)。 





代表的なものが Suurs らの表 ８であるが、この構成に人的コミュニケーションへの関心
の高さを伺うことが出来る。これは、「ゼロからの市場創出」を分析する機能がアカデミ
                                                   






表 ８ Technological Innovation System with 7 system functions 
（出典： (Suurs, Hekkert, Kieboom, & Smits, 2010)） 
Function1 entrepreneurial activities 
Function 2 knowledge development 
Function 3 knowledge diffusion through networks 
Function 4 guidance of the search 
Function 5 market formation 
Function 6 resources mobilization 
Function 7 creation of legitimacy 
 
たとえば、Function 1 と Function 2 は研究開発や新商品開発に従事するアクターが備え
るコンピテンシーであり、特に強調する理由はないだろう。同様に、Function 3 は Function2
の前提、Function 4 は Function 1-3 の手段であり、これらも同様である。すなわち、イン
フラ依拠型新商品である燃料電池自動車市場創出に向けた自動車産業にとって Function 1
から 4 はいずれも本質的に備える Function であり、本研究のフレームワークではこれら




よって、Function 5 と Function 6 は導入し、Function 7 は除外することとした。 






表 ９ 新結合の遂行にかかわる五つの場合 
（出典： (Schumpeter, 1934)第二章を元に著者作成） 
1 The introduction of a new good 
2 The introduction of a new method of production 
3 The opening of a new market 
4 The conquest of a new source of supply 
5 The carrying out of the new organization 
 
表 １０ 自動車産業のインフラ依拠型新商品に特化したイノベーション・フレームワーク 
 
 Innovation Category Main body Objective Related TIS functions 
1 New product Automotive firms Automotive firms F1, F2, F3, F4, F6 
2 Process innovation Automotive firms Automotive firms F1, F2, F3, F4, F6 
3 Supply chain Automotive firms Parts suppliers F3, F4, F6 
4 Demand creation All actors Customers F3, F4, F5 







トを可視化することを目的とする。複数の FIS Functions が個々の Innovation Category に関
連付けられているのはこうした背景の違いを示している。 
結果的に、表 １０は表 ９に近い構成となったが、Innovation Category 間の関係につい
ては大きく異なる。すなわち、表 ９は自動車産業だけでなくイノベーション全般を含む
よう幅広く提案されたため Innovation category 間に特定の関係はない。個々の Innovation 
Category は or の関係にあるといいだろう。 
一方、表 １０は自動車産業のインフラ依拠型新商品に特化しており、Innovation 
category 間には特定の関係がある。すなわち、新商品を意味するカテゴリー1、需要を意
味する category 4、インフラを意味する category 5 は、いずれもインフラ依拠型新商品に
とって本質的に必要な category である。よって、これらは and の関係にある。一方、新製
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法を意味する category 2、サプライチェーンを意味する category 3 はいずれも category 1 に
従属すると言って良い。このため、1、4、5 の集合に対して 2、3 は or の関係にある。数
式 1 に、これらの関係を示す。 
 
数式 1 
(#𝟏 ∩ #𝟒 ∩ #𝟓) ∪ #𝟐 ∪ #𝟑, #𝟏 ∩ #𝟒 ∩ #𝟓 ≠ ∅ 
 
図 ２２に、本研究のフレームワークを用いた ICEV における Innovation category の推移
を示す。ここで、図の横軸は表 １０の Innovation category、縦軸は新商品の成熟度を意味
する Business Maturity Level (BML)を表す。また、BC は Business Criteria、すなわち商品化
を達成した状態、MD は Maximum Diffusion、すなわち地球規模で普及率 100%を実現した
状態、を表す。ダイアグラムの左半分は 1915 年、右半分は 2015 年を表す。 
 
 
図 ２２ ICEV における Innovation Category の推移 
 
1915 年は、前述のとおりアメリカにおいて馬の登録頭数と自動車の登録台数が拮抗し


















に対してあらゆる点で恵まれた ICEV 市場は、顧客が BML の成長を見通すことができる
予測可能な市場(predictable market)であり続けたと言えるだろう。 
以上のカテゴリー推移において、Suurs らが Function 7 として強調した政府は現れてい
ない。２章で述べた通り、かつて日本政府は年間建設数の規制や一時建設中止の暫定措









図 ２３ FCEV における Innovation Category の推移 
 












































                                                   
64 この結果、需要に対して水素供給能力が過剰な HRS が建設され、設備利用率の低迷によって水素製造単価の高騰を
招くという別の問題も招いている。この問題は５章で議論する。 
65 In the case of the Department of Energy, revenues resulting from its funded projects were valued at more than 





























                                                   
66 「日本の自動車業界における新たな共同研究組織が始動」(2014/5/19)  
http://www.aice.or.jp/docs/news/140519JP.pdf 
67 「自動車メーカー4 社、PHV・PHEV・EV の充電インフラの共同推進に合意」(2013/7/29) 
http://www.mitsubishi-motors.com/publish/pressrelease_jp/corporate/2013/news/detaild729.html 
































                                                   
69  [Kahneman, 2012] 
70 [Christensen, 2001]、序文 
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１．ある Innovation category が破壊的 (Disruptive)であるとき、他の Innovation category
ではイノベーションのための努力は除外(Exempted)される 
２．先行商品で１つ以上の Innovation category が破壊的であったとき、後続商品のアク
ターはすべての”and”category で大きな努力が必要という認識を持ち得ず、いくつ




表 １１に、図 ２２(ICEV)に heuristics を適用した結果を示す。破壊的イノベーション
であった category 1 の影響で category 3,4,5 が除外(exempted)されている(heuristic 1)。 
表 １２に、図 ２３(FCEV)に heuristics を適用した結果を示す。ICEV で除外(exempted)







1. category 4,5はICEVの時のようにcategory 1によって活性化されない(heuristic 1) 















over the former producta 
Intension 
Intensity 
1 New product Driving range, payload, fuel economy Disruptive 
2 Process innovation Line production Disruptive 
3 Supply chain Subordinated to 1 (Exempted) 
4 Demand creation Subordinated to 1 (Exempted) 
5 Refueling stations Subordinated to 4 (Exempted) 
aFor example, horse-drawn carriages 
 
表 １２ FCEVs in 2015-2025 




over the former producta 
Intension 
Intensity 
1 New product Zero-emission Sustaining 
2 Process innovation Two-dimensional parts architecture71 Disruptive 
3 Supply chain Subordinated to 1 Stagnant 
4 Demand creation Subordinated to 5 Stagnant 




                                                   
71 Fuel cell stacks have roughly 1,000 parts for 100kW as well as gasoline engines. However, 1,000 parts are almost 
composed of only three kinds of sheets (gas diffusion layers, catalyst coated membranes, and metal separators), 
which can make high-speed production similar to newspaper production composed of one kind of sheet (paper). 
72 Gasoline was an industrial waste from kerosene production before ICEV appeared in the market. This could be 




Hype とは Hyper expectation もしくは Hyperbolic expectation の略であり、日本語で「過
度の期待」を意味する73 (Borup, Brown, Konrad, & van Lente, 2006)。Hype をキーワードに
イノベーションの普及を研究する学問分野は Sociology of Expectations（期待の社会学）と
呼ばれ、System-level Innovation と同じく社会科学の一分野として欧州、特にオランダの






2000 年代初頭から複数の大手自動車会社が過度な報道（数年以内に数万台の FCEV 販売
開始、など）を行ったあと、これらが撤回も行われずにトーンダウンされた経緯を公知










間に認識ギャップ(recognition gap)が存在し、これが hype の種を継続的に提供することに
起因するのではないかとの仮説を得るに至った。以下、認識ギャップについて説明する。 
                                                   
73 日本語としても死後に近いが、語感としては「フィーバー」に近い。 
74 Borup らは hyperbolic expectations と呼んだ 















許法 U.S.C. 101 は「Whoever invents or discovers any new and useful process, machine, 
manufacture, or composition of matter, or any new and useful improvement thereof, may obtain a 












                                                   
77例えば、”if p then q”という論証は pq と表せる。 
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表 １３ 産業界とアカデミアの認識ギャップ 
Industry (e.g. patents, experimental reports) 
Assumption Always correct Examples in patents, reports 
Logic Not always correct - 
Result Always correct Patents, Reports 
Academia (e.g. academic papers, public reports) 
Assumption Not always correct Reference 
Logic Always correct Peer review 


















結論である Result として受け取る。このとき、認識のギャップが生まれる。この Result
はアカデミアの新しい前提として採用され、新しい Result*と認識のギャップが常にセッ





トで再生産されることになる。本研究ではこれを Assumption laundering と呼称する。 
ここで、Result から Result*を生産するレートが一定であると仮定するなら、重力加速
度の式(F=ma)と同じく Gap は放物線的に増加するはずである。次章でこれを検証する。 
 
 






普及予測文献の中には、2050 年に ICEV の 90%を ZEV に置換するには FCEV の普及は
こうなる、HEV の普及速度の 50%を FCEV の普及に適用するとこうなる、など、前提（こ
の例では 2050 年に 90%、FCEV の普及速度は HEV の 50%、など）が先行文献から引用
される場合が多い。本章では、FCEV および HRS の普及予測にかかわる各種文献の中に
hype の種となる認識ギャップが含まれる可能性があるという仮定のもと、普及予測文献
が採用する前提をいくつかのカテゴリーに分類し、カテゴリーごとの文献数を追うメタ
アナリシスを試みた。本研究ではこれを Assumptions Study と呼称する。 
 
４．１ 方法 
表 １４に、FCEV と HRS の普及予測に関する学術文献および公的文献を抽出するため
に用いたデータベースおよび検索式を示す。 
 
表 １４ Assumptions Study のための検索式 
Academic Studies 
ScienceDirect (Elsevier)79 
docsubtype (FLA) and ALL (“fuel cell” and hydrogen and (station or refueling or 
refueling) and (FCV or FCEV) and (prediction or scenario or projection or estimation or 
roadmap)) and not ALL (conductivity or microporous) 
Public Reports 
Engineering Village, NTIS (Elsevier)80 
((((scenario or roadmap or extrapolation or forecast or prediction or projection) WN All 
























表 １５ カテゴリー分類表 
Category Assumption Projection 
#0 Meta-analysis No 
#1 Yes (not year-specific) Yes 
 
#2 Yes (year specific; based on the future) 
#3 Yes (year specific; based on the history) 
#5 Noise literature No 
#5-1 Natural science 











ード検索は予備的なものを含め数回実施されたが、最後の検索は、学術文献 2015 年 7 月





図 ２６ 抽出文献数の発行数推移 
 
表 １６ 学術文献の検索結果詳細 
AND fuel cell.  249,871 
AND hydrogen 1,305,414 
AND station or refueling or refueling 743,372 
AND FCV or FCEV 5,365 
AND 
prediction or scenario or projection or  
estimation or roadmap or forecast or extrapolation 
3,145,602 
 Total 344 
 Year2000- 336 
AND International Journal of Hydrogen Energy 135 
AND Energy Policy 44 























た転換を達成するために必要と考えられる補助金や制度を提案した (Greene, Lin, & Dong, 
2013)。 
FCEVとHRSの普及予測をより詳細な仮定および仮説を定めたうえで、System 








表81で”Nissan and Renault are working together in an intensive five-year joint R&D program to 









五分であるとする楽観的な心証を与えるに十分であろうと思われる (Meyer & Winebrake, 
                                                   







ナルアカデミー報告 (The National Academies, 2004)とその結論が一致したと述べた (Park, 



















































図 ３０ 普及予測文献発行数の年間増加率 
 
善意と同様に公的文献の総数が学術文献の1/7に留まったことから断定的な判断は出来な




のような公的文献として、例えばナショナルアカデミー報告 (The National Academies, 2004)、














図 ３１ プロジェクションと予測 
Source: authors83,84 








                                                   
83 Hasegawa, Koyama, Kajikawa, http://www.whtc2015.com/ 
84 Hasegawa, http://injapan.no/energy2015-day2/ 





た１０種の人口指標として公表されている [人口問題研究所資料, 2013]86。 










“Hydrogen Station Network – Current & Estimated Progress in 2014 Update: Hydrogen Progress, 
Priorities and Opportunities (HyPPO) Report”、をはじめ、California Air Resources Board (CARB)
およびCalifornia Energy Council (CEC)から発行されたFCEV普及予測をまとめたものである。 
                                                   
86 http://www.ipss.go.jp/syoushika/tohkei/newest04/kaisetsu.pdf 
87 http://www.meti.go.jp/meti_lib/report/2015fy/000529.pdf 




図 ３２ カリフォルニア州における FCEV roll-out survey 結果一覧 












                                                   





“While surveys identify anticipated vehicle sales projections, actual vehicle sales will be based on 
numerous market-based factors, most notably, customer preferences. If customers believe FCEV 
technology is mature and fits their needs, and that the station network is sufficient and station 
performance meets their expectations, then the market is sufficiently enabled to support 
accelerating FCEV sales will occur. Therefore, the number of stations operating in these early 
years (2013-2017) will be crucial to building market confidence and growing FCEV sales”, p27 
 




に向けて緩和することとした。こうした現象は1997年にDaimlerが、 “Daimler will start 
commercialization in 2003 and will produce 40,000 FCEVs per year.”とアナウンスした時から既
に20年近く繰り返されている。 
このようなTechnology roadmappingは、燃料電池に限らず様々な分野で必要とされるに従
い体系的な研究が進められるようになった。中でもPhaal らのT-Plan (Phaal, Farrukh, & 









Healthy technology management requires establishing appropriate knowledge flows between 
commercial and technological perspectives in the firm, to achieve a balance between market 
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さな経済単位とは HRS 商圏あたりの経済を意味している。一方、FCEV はその ZEV とし
ての性質上、特に政府からは小さな経済単位での起業というより地球規模の問題解決手
段として位置付けられた。このため、自動車の平均使用年数を超える償却期間を厭わな











で、改めて FCEV の総合戦略を議論すべきではないだろうか91。図 １２、図 １４で見て







                                                   
90 例えば (von Mises, 1998) p.468 
91 2010 年頃から燃料電池自動車市場の創出に関わる研究を開始した著者にとって困難な問題であったが、2012 年秋の
Symbio FCell とそのビジネスモデルの発見が理想を遂行する契機となった。 







表 １７ HRS 商圏経済の自律可能性検証手順（水素供給面） 
1. 【登録車数】入手可能な行政単位ごとに、登録車数を調査する 







5. 【FCEV 潜在需要数】FCEV 選択率を定義し、高価格帯登録者数に掛け合わ
せることで FCEV 潜在需要数とする 
6. 【年間水素需要量】FCEV 潜在需要数に年間水素消費量を掛け合わせること
で年間水素需要量を計算する（水素需要面） 
7. 【HRS 能力・価格計算】FCEV 潜在需要数にマッチした HRS 水素供給能力
と HRS 価格を求める（水素供給面） 
8. HRS 水素供給能力と価格の組み合わせが経済的に実現可能か判断する 
 
FCEV 経済の自律可能性を調べる最初のステップとして、１基の供給ステーションと一















り、FCEV 想定販売価格（400 万円および 500 万円）以上の高価格帯登録車数を求める。 
次に、同じ価格の FCEV と ICEV が存在したときに顧客が FCEV を選択する比率、すな
わち FCEV 選択率を定義し（本研究では 50%および 10%）、高価格帯登録車数に掛け合わ
せることで FCEV 潜在需要数とする。 
次に、FCEV１台あたりの年間水素消費量を JHFC の定義と同じ年間 9,500km 走行÷燃
費 100km/kg＝95kg とし、FCEV 潜在需要数と掛け合わせることで年間水素需要量を計算
する―ここまでが水素需要面である。 














ここで、理想的時点では同じ価格の FCEV と ICEV は顧客にとって同じ商品価値を持つ
はずなので、両者が共存する場合は FCEV と ICEV は同数存在するはずである。この状態
を「FCEV 選択率 50%」と定義した。何らかの制約によって FCEV 以外の販売が禁止され
                                                   






ンが Disruptive ではないことから、これは楽観的すぎるだろう。 
 
















表 １９ 用語に関する補注 
• 【理想的時点】 
– FCEV および HRS の普及によって経営に伴うあらゆる条件が ICEV および GRS と
同じになり、ICEV と FCEV が同じ販売価格で同じ商品価値を持つ至った状態 
• 【FCEV販売価格】 
– 本研究では 500 万円としたが、一部 400 万円の結果も示した 
• 【FCEV選択率】 
– FCEV と ICEV の販売価格が同じであった場合、顧客が FCEV を選択する比率。理





















表 １７で定義したように、ある商圏においてある販売価格（例えば 500 万円）以上の
登録車数の総和に FCEV 選択率を掛けたものを、ある販売価格（例えば 500 万円）の FCEV
に対する FCEV 潜在需要と定義した。この場合、この販売価格を大きく超える登録車数




FCEV にとって様々な制約が予想される FCEV 普及初期に同じ販売価格の FCEV と
ICEV が同じ商品価値を持つ可能性は少ないが、本研究ではまず FCEV 選択率 50%で計算
を行い、次に現実的制約の一例として FCEV 選択率 10%で計算を行うこととした。 
 
                                                   
94 見かけ上、微分幅で販売台数が変化するため。例えば 2,000,000（円）と 200（万円）では、微分幅が１万倍大きい
ため販売台数も１万倍大きくなる。 





日本の HRS 価格と水素コストは、水素・燃料電池実証プロジェクト JHFC が 2011 年に
発表した第 2 期研究成果報告書 [JHFC, 2011]に詳しい。これによると、普及初期
（2015-2020 年）の FCEV を 5,000 台～155,000 台と想定したとき、70MPa オンサイト圧
縮機直接充填 HRS が供給する水素コストは 77.4 円/Nm3 とされている。この HRS 価格は
3.63 億円、水素供給能力は 300Nm3/h であり、償却期間前提は 10 年、この際の FCEV 顧
客数前提は 1,340 台とされている。本研究ではこれをフルサイズ HRS と呼称する（表 ２





水素コスト（77.4 円/Nm3、867 円/kg）と、FCEV の水素消費率 100km/kgH2（ [JHFC, 2011]
表 1.2.2-7）から計算した FCEV ランニングコストは、水素販売に対する利益や課税がな
い条件で 8.7 円/km であり、ガソリン価格 160 円、燃費 20km/L を想定したときの HEV の
燃費（8.0 円/km =160 円/Lm =160 価格と概ね同等であった。 
に JHFC 水素コストの詳細、図 ３３に水素コスト内訳、図 ３４にガソリンコスト内訳
をそれぞれ示す。 
 
表 ２０ フルサイズ HRS の定義 
• 水素供給能力  300Nm3/h 
• 価格   3.63 億円 





表 ２１ JHFC 水素コスト 
（出典 [JHFC, 2011]） 
項目 円/Nm3 比率 
   都市ガス 21.5 27.8% 
   電力 9.6 12.5% 
   上水 0.7 0.9% 
   廃水 0.2 0.3% 
   触媒・薬品 0.0 0.0% 
 変動費 32.2 41.5% 
   減価償却費 23.6 30.5% 
   修繕費 7.1 9.1% 
   人件費 6.8 8.8% 
   土地賃借料 3.6 4.6% 
   固定資産税 1.8 2.3% 
   一般管理費（労務費） 1.4 1.8% 
   保険料 1.0 1.3% 
   諸経費 0.0 0.0% 
 固定費 45.3 58.5% 
合計 77.4 円/Nm3 




表 ２２ JHFC 水素コスト（詳細） 
（出典： [JHFC, 2011]を元に著者作成） 
 
水素ステーション形式 70ＭＰａ オンサイト 300Ｎｍ3/ｈ 圧縮機直接充填（２段） 水素ステーション 
   
 
水素ステーション規模 300 Nm3/h     
     
 
水素ステーション運用方式 365 日/年 13 hr/day 運転 
     
 
水素ステーション建設費 363,000 千円     





Nm3 4,215 〔Ｎｍ3/日〕 
     
 
年間水素製造量 137,364 kg 376 〔ｋｇ/日〕 




511,000 Nm3 1,400 〔Ｎｍ3/日〕 




442,015 kg 1,211 〔ｋｇ/日〕 





kWh 3,127 〔ｋＷｈ/日〕 
     
 
都市ガス単価 50.3 円/kgCH4   産業用B契約 





  産業用B契約 
     
 
水素質量換算 11.2 Nm3/kgH2     
     
           





  都市ガス 75 円/kg   441,890   33,141,750 円 21.5 円 
  電力 13 円/kWh   1,141,251   14,836,263 円 9.6 円 
  上水 330 円/ton   3,428   1,131,240 円 0.7 円 
  廃水 220 円/ton   1,714   377,080 円 0.2 円 
  触媒・薬品           0 円 0.0 円 
  小計           49,486,333 円 32.2 円 
固定費 
  人件費 
7,000,00
0 
円/人 人員数 1.5 人 10,500,000 円 6.8 円 
  減価償却費 10 年 建設費 363,000,000 円 36,300,000 円 23.6 円 
  修繕費 3%   建設費 363,000,000 円 10,890,000 円 7.1 円 
  保険料 0.77%   
簿価前提
55% 
199,650,000 円 1,537,305 円 1.0 円 
  固定資産税 1.40%   
簿価前提
55% 
199,650,000 円 2,795,100 円 1.8 円 
  諸経費 0%         0 円 0.0 円 
  一般管理費（労務費） 20%         2,100,000 円 1.4 円 
  土地賃借料 550 m2   10,000 円/m2年 5,500,000 円 3.6 円 
  小計           69,622,405 円 45.3 円 
合計 
  年間経費合計・水素単価           
119,108,73
8 
円 77.4 円 
   変動費               32.2 円 
   固定費               45.3 円 
 
※太字は JHFC 所与 










図 ３４ ガソリンコスト内訳 




































ことと比べると、非常に高額となっている」とされている。日本では 2014 年 4 月 11 日に
エネルギー基本計画が閣議決定され、「四大都市圏を中心に 2015 年内に 100 ヶ所程度の
水素ステーションの整備をする」97という政府目標が掲げられたことを受けて政府補助金
を活用した HRS 建設が進められており、HRS コスト情報を得ることが可能である。 
燃料電池自動車用水素供給設備設置補助事業を管轄する次世代自動車振興センターに
よると、平成 25 年度補助事業で 16 件の HRS 建設が採択され98、このすべてが 300Nm3/h
以上の固定式 HRS（フルサイズ HRS）であった。また、平成 26 年度補助事業では 24 件
の HRS 建設が採択され99、このうち 300Nm3/h 以上の固定式 HRS が 10 件、100Nm3/h 以









                                                   
96 資源エネルギー庁「水素社会の実現に向けた取組について」(2015.2.24 更新) 燃料電池自動車等の普及促進に係る自





98 次世代自動車振興センター2014.6.6 参照 ＜http://www.cev-pc.or.jp/hojo/suiso_ketteinaiyou_h25.html＞  
99 次世代自動車振興センター2015.6.6 参照 ＜http://www.cev-pc.or.jp/hojo/suiso_ketteinaiyou.html＞ 
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平成 26 年に発行された資源エネルギー庁資料100によると、300Nm3/h の HRS 申請額実
績は JHFC 試算よりやや増加して 4.6 億円であった。また、ここでは近い将来の HRS コ
ストにも言及されており、主要機器コスト実績（圧縮器・蓄圧器・プレクーラ・ディス
ペンサ）2.8 億円に対して、欧州では使用材料の変更や量産を見込んだ価格の見直しで 1.3
億円まで低減するとされた。たとえばデンマークの H2 Logic 社は 48 時間で設置可能なパ
ッケージ型 HRS を発表しており、主要機器以外の設置費用等に関しても更なる低減が進
                                                   




むと期待されている101。そこで、本研究では JHFC 試算の 3.63 億円が妥当と考えこれを
そのまま用いることとした。 
なお、JX 日鉱日石エネルギーの 2014 年 12 月 25 日プレスリリース102によると、水素販
売価格は 1,000 円/kg であり、ランニングコストは 10 円/km と求められる。同社の HRS
（商用水素ステーション１号店）は水素供給能力 300Nm3/h のフルサイズ HRS であり、
仮にコスト前提が JHFC 報告と同じであった場合、1,000 円－867 円＝133 円が水素販売の
粗利益となる。しかし、表 ２１は HRS 商圏あたり FCEV 台数が目標値である 1,340 台に
達した場合の理論値であり、トヨタ MIRAI の 2015 年度販売目標 300 台のみでは HRS 一
基当たり 1,340 台に満たないことは明らかである。 
仮に 300 台の MIRAI が 2015 年を通して特定の HRS 周辺に所在し、かつ、政府補助金








4/5 とされており、これらの効果でより少ない FCEV 数でも HRS 利用率が改善すること
が期待される。しかしながら、1,340 台に代わる台数目標は愛知県と東京都でそれぞれ 335
台、268 台であり、まだ多いと言わざるを得ないだろう。 
日本において GRS 商圏あたり ICEV 台数が 1,340 台に達したのは 1999 年（1,336 台）
であった。事業初年度から水素供給能力 300Nm3/hのHRSを建設するのは例えるなら 1946
年に 1999 年の GRS を建設するようなものであり、53 年後の需要拡大を見込んで供給能
力を設定したとしても合理性にかけると言っていいだろう。 
                                                   




103 より正確には修繕費や FCEV 目標数の見直しも必要である 





次に FCEV 潜在需要に適合した小型 HRS の価格と経済性について検討する。 
 
５．２．３ 小型 HRS価格の計算 









図 ３５ HRS 価格高騰曲線と単純比例計算範囲（30-300Nm3/h） 
 
例えばフルサイズ HRS（建設費 3.63 億円、想定顧客数 1,340 人）の場合、顧客あたり
HRS 建設費は 27.1 万円である。JHFC 報告によると FCEV の年間水素消費量は 95kg、10
年間で 950kg の水素を購入する。顧客が 10 年間で 27.1 万円を支払うと考えたとき、1Nm3




の範囲まで適用されるかは不明であるが、本研究では 30Nm3/h から 300Nm3/h まで単純





図 ３６に、各都道府県の人口密度に対する GRS 商圏面積および GRS 当たり FCEV 数
の分布を示す。ここで、GRS 商圏面積は総面積から林野面積と主要湖沼面積を差し引い
た可住地のみを対象としている。2010 年の人口密度は東京および北海道でそれぞれ 9,116
人/km2、204 人/ km2、GRS 商圏面積は 1.0 km2/基（可住地 1,443 km2、GRS 1,385 基）、13.4 
km2/基（可住地 27,046 km2、GRS 2,003 基）、GRS 当たり ICEV 数は 3,108 台/基、1,753 台
/基であった。 
東京と北海道の GRS 商圏面積は 13.4 倍異なるが、GRS 当たり ICEV 数は 1.9 倍しか異
ならない。これは、合理化の進んだ近年の GRS には最小の労務費で収益を上げるための
最小規模（GRS 当たり ICEV 数）が存在し、顧客の利便性改善のために超小型 GRS を多
数配備して商圏面積を縮小するという手段を採りづらいためと推察される。 
 
                                                   











ける 2008 年の ICEV 新車販売統計から求めた新車価格－累積販売台数分布曲線を示す。
普及初期の FCEV 販売価格は政府補助金を考慮しても 500 万円以上と想定されるが、販
売価格 500 万円における日本平均（赤線）の ASR は 2.3%、日本で最も富裕層が多いと思
われる東京での ASR は 10.5%であった。コペンハーゲンとデンマーク全体の ASR は東京
よりはるかに高いが、これは購買力が高いためではなく車両価格の 180%が課税されるデ
ンマーク特有の自動車登録税の影響と考えられる。日本平均の GRS当たり平均 ICEV数、





れは 2014 年の新車販売台数の 40%を超え、かつ、地方での普及が盛んな軽自動車の影響
と予想される。 
各都市における GRE 当たり ICEV 数、ASR、および、FCEV 選択率 50%における FCEV










図 ３７ 新車価格－累積販売台数分布曲線 
（著者、2011 JATO Dynamics、2011 Nissan Motor） 
 
 
図 ３８ 新車価格－累積販売台数分布曲線（対数スケール） 






























































































台/基 % 台/基 台/基年 % 台/基 台/基年 
コペンハーゲン - 35.1 560 48 48.1 767 66 
デンマーク - 26.8 428 37 39.9 637 55 
東京 3,191 10.5 168 14 20.0 319 27 
大阪 3,022 6.1 92 8 11.7 177 15 
横浜 3,320 4.6 76 7 9.7 161 14 
神戸 2,363 4.4 52 4 9.4 111 10 
川崎 3,320 4.4 73 6 6.5 108 9 
堺 3,022 3.4 51 4 7.0 106 9 
福岡 2,836 3.0 43 4 6.3 89 8 
北九州 2,836 2.2 31 3 5.0 71 6 
日本 2,039 2.3 23 2 5.2 53 5 
 
東京における 500 万円の FCEV 潜在需要は商圏あたり 168 台/基(=339×50%)、年間潜在
需要は平均 14 台/基年(=168/11.67)と求められた。ここで、FCEV 潜在需要を自動車の平均
使用年数より前の普及初期と後の成熟期で区別する必要がある。すなわち、平均使用年
数に到達して FCEV 潜在需要がすべて顕在化するまでの間、HRS 当たり FCEV 数は常に
予定数を充足しない状態が続く。このため普及初期は償却の遅れによって固定費が高騰
する。普及初期における 10 年間平均 FCEV 数は数式 3 によって求められる。 
 
数式 3 





10 年間平均 FCEV 数は 79 台であり107、成熟期 168 台の半数以下であった。FCEV 選択
率 50%という比較的楽観的な条件におおいてもフルサイズHRSの水素高騰率は 1,003%で
あり（数式 4）、水素販売価格の 10 倍に及ぶ補助金が必要であることを意味している。 
                                                   









FCEV 選択率 50%、②FCEV 選択率 10%、③FCEV 選択率 10%＋HRS 商圏面積拡大、のそ
れぞれのケースにおける結果を表 ２６に示す。 
 
表 ２６ HRS 水素供給能力と HRS 価格目標（東京） 
 ① ② ③ 
FCEV 選択率 50% 10% 10% 




168 34 140 
HRS 水素供給能力 
(Nm3/h) 
38 8 31 
HRS 価格目標 
百万円 




319 64 268 
HRS 水素供給能力 
(Nm3/h) 
71 14 60 
HRS 価格目標 
百万円 
86 17 72 
HRS 自律経済性 ○ × ○ 
*東京 GRS 商圏面積(1.0km2, 2010 年)と同じ 
**北海道 GRS 商圏面積(13.4km2, 2010 年)からの平均旅行速度補正 
 
【FCEV 選択率 50%】（表 ２６①） 
HRS あたり FCEV 潜在需要は FCEV 選択率 50%の 168 台/基であり、HRS 水素供給能力
は 38Nm3/h と求められた。図 ３５の定義より 38Nm3/h は比例計算限界内であり、フル




しかし、本研究では GRS と HRS がある地域に同数存在し、保険や税金も含めた全ての












また、2012 年現在の GRS 数は 36,349 基（図 ３９）、日本の HRS 建設目標は 100 基で
ある。このため、100 基が完成しても FCEV が長距離運転中に HRS を見出せる可能性は
0.3%=100/26,349 しかない。HRS の見つけにくさを FCEV 選択率とする直接的根拠は存在
しないが、HRS 数が 36,349 基に到達したときが理想的状態である 50%になることを考え
ると、何らかの間接的相関を想像することは許容されるであろう。 
そこで、本研究では FCEV 選択率は 0.3%から 50%までの範囲に存在すると仮定するに
留め、この中から特定の FCEV 選択率を仮置きしたときの自律経済性を検討することで
課題抽出を先行することとした。以下の検討では FCEV 選択率 10%で検討を行った。 
【FCEV 選択率 10%】（表 ２６②） 
HRS あたり FCEV 潜在需要は FCEV 選択率 50%の 168 台/基から 34 台/基まで低下し、
これに伴って HRS 水素供給能力と HRS 価格目標もそれぞれ 8Nm3/h、0.09 億円に低下し
た。この水素供給能力は、本研究で定義した単純比例計算の適用下限(30Nm3/h)以下であ
り、この FCEV 選択率 10%ではスケーリング効果が強すぎるため HRS 商圏の自律可能性
はないと判断された。 
 
                                                   








そこで、FCEV 選択率 10%のままで HRS 商圏の自律可能性が発現する可能性を調べる
ため、HRS 商圏面積について GRS 商圏面積の統計データから考察することとした。すな
わち、ここまでの計算では HRS 商圏は GRS 商圏と同じ面積が仮定されているが、前述の
とおり、東京の GRS 商圏面積は 1.0km2/基であり非常に密に配備されることで顧客の利
便性を最大化している。普及初期における Innovator が FCEV 顧客となった場合、より遠
距離にある供給ステーションを利用することは十分予想されるであろう。 
GRS 商圏面積と GRS 数の推移を図 ３９に示す。日本の GRS 商圏面積は GRS 数の増
加に伴って 1960 年から 1980 年にかけて急激に縮小し、2000 年までの停滞期のあと、GRS
数の減少に伴って 2000 年から緩やかに増加している。このうち、1960 年から 1980 年に
おいては、現在より遠方の GRS が利用されながら GRS 数は増加していた。このように、
もし遠距離のHRS利用に躊躇しない FCEV顧客数が多ければHRS商圏面積が拡大したこ
とと同義であり、１基の HRS を支える FCEV 顧客数が増えることで、本研究で下限とし














































































が 10km 先の HRS を利用すると仮定することは必ずしも合理的ではない。そこで、国土
交通省の統計データの基づき、東京在住の平均的な Innovator は、GRS まで運転する時間
が最も長い都道府県の ICEV 顧客と同じ時間を運転することは躊躇しない、という仮定の
もとに HRS 商圏を拡大したケースについて自律可能性を検証した。 
国土交通省の平成 22 年度交通センサスによると、東京と北海道における昼間 12 時間
平均旅行速度（時間帯別交通量による加重平均）はそれぞれ 24.4km/h、44.2km/h とされ
ている。ここで、GRS 商圏外縁部の顧客が GRS まで運転する時間は GRS 商圏面積を円
と仮定したときその半径と旅行速度から概算する事が出来、その比は一定の意味を持つ。
これを計算したところ北海道は東京の 2.05 倍であった。本研究ではこの時間の自乗を商
圏面積拡大率と呼ぶ。この場合、商圏面積拡大率は 4.2 倍であった。東京の FCEV 顧客が
現在の 2.05 倍の運転時間を許容した場合に拡大される HRS商圏面積をもとに再計算を行
った結果を表 ２６右列に示す。 
【FCEV 選択率 10%、HRS 商圏面積拡大】（表 ２６③） 
運転時間が 2.05 倍になることによって、東京の HRS 商圏面積は 1.0km2 から 4.2km2 に
拡大し、FCEV 潜在需要は 34 台/基から 140 台/基に改善した。これにマッチした HRS 水
素供給能力は 31Nm3/h と求められ、本研究の計算範囲の 30Nm3/h 以上を回復した。また、
HRS 価格は 0.38 億円と求められた。10 年間の平均 FCEV 数は 66 台/基 
 
数式 5 





と少ないが、フルサイズ HRS ではなく、FCEV 潜在需要に適合した小型 HRS を用いるこ
とによって固定費の高騰率は 212%=140⁄66 に止まった。このため、普及初期の小型 HRS












表 ２７ HRS 商圏経済の自律条件（例） 
1. 商圏当たり登録車台数が多い（3,191 台/GRS 商圏） 
2. FCEV 想定販売価格での ASR が高い（10.5%） 
3. FCEV 想定販売価格以上の高価格帯登録車数が多い（335 台/GRS 商圏） 




ここで、普及初期における Innovator の行動を考えた場合、商圏面積拡大率は ICEV 統
計における最大値であった 4.2 よりも高い数値をとる可能性はあるだろう。一方、FCEV
選択率が 10%である可能性はかなり厳しい。たとえば本研究では FCEV 選択率の下限と
して HRS 数と GRS 数の比率である 100/36,349=0.3%を採用したが、100 基程度の HRS 数
では、人々が他者と同じものを購入しようとする心理的傾向 (Leibenstein, 1950)や、同一
製品の購入者の数の大きさによってその製品の便益の大きさが変動する (Rohlfs, 2005)こ











の HRS 商圏において成立する可能性が見出された。 
一方、FCEV 乗用車を個別の HRS 商圏の自律可能性について、FCEV 面はどうだろう
か。前述のとおり、日産自動車は 2001 年に FCEV 技術開発に向けた投資額を「5 年間で
850 億円」と発表した109。これを参考に仮に FCEV 商業化までに必要な全投資額を 1,000
億円として 10 年間で回収するとした場合、販売価格対減価償却費率を 10%と仮定したと
きに経営が成り立つには、販売価格 500 万円の FCEV で少なくとも年間 20,000 台（= 1,000
億円 / 10 年 / (500 万円×10%)）の FCEV 最低需要を必要とする。 
５章で試算したように、もっとも ASR の高い東京でもその購買力をもって初年度に配
備可能な HRS 商圏（4.2km2）当たり FCEV 数は 12 台/基年(=140/11.67)であり、年間 20,000
台規模の最低年間需要を創出するには 1,667 基 (=20,000⁄12)が必要である。この商圏面積
を合計すると 7,001km2 となり、可住地面積割合の高い大阪市の面積（225km2）31 個分
に相当する。 
世界の首都面積が、ワシントン DC159km2、オタワ 110km2、パリ 105km2、アムステル
ダム 207km2、ブリュッセル 161km2 等であることを考えると、首都クラスの 30 の大都市
にそれぞれ 50 基（1650=30*55）程度の HRS を導入し、各都市で年間 660 台程度の FCEV
販売体制（ディーラー、メンテナンス、リサイクル、保険等）を整える必要があること
を意味する。現在の日本の自動車産業は、販売台数１台あたり 1.6 人の雇用で成立してい
る。各都市で 660 台ということは 1,056 人の雇用である。これを 30 都市で同時にスター
トはやや難しいだろう。 
小型HRSでこれを整備した場合の総投資額は634億円(=0.38した,667)、フルサイズHRS
でこれを整備した場合の総投資額は 6,051 億円(=3.63 した場合の総投である。また、普及
初期での水素コスト高騰率はそれぞれ 146%と 1,003%である。 
図 ３５において、量産効果がスケーリング効果を相殺してフルサイズ HRS 水素供給能
力の 1/10 まで単純比例計算が成立するとの仮定を掲げたが、仮にこのときの量産効果が
発現する最低台数を年間 100 基110と仮定すると、HRS 製造会社１社の損益分岐点は FCEV
台数でいうと最低 1,200 台/年と言うことが出来る。これは自動車会社の損益分岐点 20,000
                                                   
109 Nissan Press Release, Nissan and Renault are working together in an intensive five-year joint R&D program to 
develop FCV technology; 85 billion yen will be invested in this program, 23 Oct 2001 
<http://www.nissan-global.com/EN/NEWS/2001/_STORY/011023-01.html> 






基/年の HRS製造会社 17 社が共同で従事すれば水素供給能力は合計 20,4000 台/年になり、
大手自動車会社１社の FCEV 損益分岐点である 20,000 台/年を超えて双方とも自律経済化
が達成する。しかし、しかし、これはあり得そうにない（表 ２８）。 
 
表 ２８ FCEV 乗用車経済の自律経済性 
 FCEV 乗用車経済 
アクター HRS FCEV 
損益分岐点 過剰能力 Vagary 
初期投資 100 億円以下 数千億円 
損益分岐点 100 基/年 
20,000 台/年 
小型化下限 12 台/基 
単社損益分岐点 
FCEV 換算 1,200 台/年 
FCEV 成立条件 17 社 1 社 






































                                                   
111 プロダクト要因がゼロエミッション以外は ICEV とすべて同等であり、価格は高く水素利便性の悪い FCEV を購入






表 ３０ FCEV 経済の自律可能性 
 乗用車経済 商用車経済 
アクター HRS FCEV HRS FCEV 
特徴 過剰能力 Vagary 最適能力 Captive 
初期投資 100 億円以下 数千億円 数億円 数億円 




小型化下限 12 台/基 10 台/基 
単社損益分岐点 
FCEV 換算 1,200 台/年 100 台/年 
総合判断 ○ × ◎ ◎ 
 




計算を簡略化かつ一般化するため、ここでは 300Nm3/h のフルサイズ HRS を想定し、
HRS 償却期間 5 年、想定顧客数 2,000 台（HRS 償却期間 10 年での想定顧客数 1,000 台と
等価）、ASR10.5%、FCEV 選択率 100%、平均使用年数 11.67 年、HRS 償却期間 5 年とし
た。5 年間の平均 FCEV 台数は 45 台であり、想定顧客数の 2,000 台より大幅に届かない








一方、FCEV 商用車前提での水素価格変動率(H2 Price Volatility)は 0%である（図 ４１）。
これは FCEV 商用車と最適能力 HRS の双方がパッケージ化されており、ガソリンとは逆
に理想的状態でも固定費が変動費より大きい（図 ３３、図 ３４）ため顧客数の読み誤
りが水素価格の高騰を招くという HRS の弱点が完全に免除されていることに起因する。 
 
 
図 ４１ FCEV 商用車前提での市場初期の水素価格変動率 
 
上記が FCEV 乗用車前提であれば、図 ４１の計算にあたってはわずか 20 台という
FCEV専用の最適能力HRSが図 ３５の単純比例計算範囲に入るのかという問題を精査す

















ら導かれたインフラ依拠型新商品としての FCEV 乗用車および FCEV 商用車の位置付け
と、これらの自律経済化を進めるために必要なマネジメントを ICEV と比較するかたちで
表 ３１と表 ３２に示す。 
 
表 ３１ インフラ依拠型新商品に必要なマネジメント（乗用車） 
 ICEV  FCEV 
ゼロエミッション － 優る 
車両要因 － 同じ 
最大普及率 65% 65%（目標） 
初期顧客数予測 可能 不可能 







表 ３２ インフラ依拠型新商品に必要なマネジメント（商用車） 
 ICEV FCEV 
ゼロエミッション － 優る 
車両要因 － 同じ 
最大普及率 35% 35%（目標） 
初期顧客数予測 可能 可能 










図 ４２ 自動車生産台数構成比（世界） 
 
 
















的背景が未成熟だったからこそ 23 年かけて商用車を上回った。日本の ICEV は 1968 年以
降急速な乗用車シフトが起きたが、FCEV はまだこれからである。これからの FCEV 経済



























そ 2014 年にトヨタが FCEV 商用車の一般販売を開始したことは合理的である。 
左（グリーン）の縦帯は従属的な115商用車顧客に水素を供給するための最適能力 HRS
を示す。FCEV 商用車のオーナーが HRS のオーナーであるという定義上、ここに余剰能
力という概念はなく FCEV 商用車が存在する限り減価償却費は常に理論最低値を維持し











重量で LIB の 5.3 倍（図 ４５）の電気エネルギーを貯蔵できる水素タンクと小型軽量化
の進んだ燃料電池スタックの組み合わせは、航空機用途 [長谷川, 2016]やドローン用途116
においてより直接的な価値を提供することだろう。 
                                                   
113 Vagary 
114 McKinseyはドイツにおける 2010年のHRS利用率を 21%と想定したが、これは余剰能力 4.76 (= 1/0.21)と等価である。 
115 Captive 










図 ４４ マルチステップビジネスモデル 
 
 







Kalyanarangan 氏（Renault-Nissan Technology and Business Centre India）、辻本将晴准教授、
梶川裕矢准教授（東京工業大学）、藤本隆弘教授、新宅純二郎教授（東京大学）、玄場公
規教授（法政大学）、石田修一教授（立命館大学）、古山通久教授（九州大学）、Dr. Amgad 
Elgowainy (Argonne National Laboratory)、Dr. Sjoerd Bakker (Sjoerd Bakker Research and 
Consultancy)、Prof. Joan Ogden (UC Davis)、Dr. Marcel Weeda (Energy Research Centre of the 





Appendix 1 FCEVの歴史的背景 
１章で述べたとおり、現在に続く燃料電池の原型は 1889 年にイギリス人 Sir William 
Robert Grove, （1811-1896）によって作られたが、自動車用途への本格的検討が始まった
のは 1990 年代であった。1990 年に California Air Resources Board (CARB)が Low Emission 
Vehicle (LEV)法を制定したのはリチウムイオン電池が商業化される前であり、主な関心が
向けられたのは鉛電池による BEV であった。一方、Daimler は FCEV の可能性に早くか
ら注目し、高性能燃料電池で注目を集めたベンチャー企業の Ballard Power Systems（カナ
ダ）および Dornier（ドイツ）と共同開発を進めていた。この試みは順調に進捗し、1997
年に燃料電池ジョイントベンチャーの DBB Fuel Cell Engines GmbH（後の XCELLSIS）が
設立された。同年 Daimler は、「2002 年から FCEV の先行販売を開始し 2004 年には年産
40,000 台に拡大する」、旨の発表を行い、これが現在に続く FCEV 開発競争の起点となっ
た。 
1999 年には California Fuel Cell Partnership (CaFCP)が設立され、自動車各社がカリフォ
ルニア州サクラメントに共同の拠点を置いて FCEV のデモンストレーションを進めるこ
とが合意された。また、National Renewable Energy Laboratory (NREL)から「2003 年迄に米
国で 10,000 台の FCEV 販売を目指す」とするレポートが発表された。 
2001 年に発生した米国同時多発テロは、中東に依存したエネルギー政策に強い警鐘を
鳴らすものであった。ブッシュ政権はテロからわずか 2 か月後に National Hydrogen Vision 
Meeting を開催し、水素が米国の重要政策に位置づけられた。2003 年 12 月には Argonne 
National Laboratory (ANL)から”VISION Model: Description of Model Used to 
Estimate the Impact of Highway Vehicle Technologies and Fuels on Energy Use and 
Carbon Emissions to 2050”が発表され、2050 年の CO2 削減目標を達成する手段として、
水素駆動自動車の重要性が強調された。更に 2005年 8月には”Energy Policy Act of 2005”
が発表され、「2010 年までに米国に 100,000 台の FCEV を走行させる」、という目標が公
式に定められた。これを受けて 2006 年 8 月に"DOE 2010-2025 Scenario Analysis 
Meeting"が開催され、Oakridge National Laboratory (ORNL) から提供された 3 種類の
FCEV普及曲線 (Market Transformation Scenarios)を元にFCEVとHRSの普及に関す
るシナリオ研究が開始された。 
この FCEV 普及曲線は、まず 2050 年の CO2 削減目標達成に必要な FCEV 普及台数を
112 
 








hydrogen hype は、その推進力の一つであった CARB の ZEV 規制強化が 2008 年に一旦
延期された際に向かったが、2009 年に Daimler の呼びかけで自動車 9 社が参加して行わ
れた 2015 年 FCEV 商業化宣言と、ドイツにおける HRS インフラ構築を目的した水素イ
ニシアチブ H2 Mobility の設立によって、再び活気を呈するようになった。 
2010 年には H2 Mobility のコンサルティングを務めた McKinsey & Company によって"A 
portfolio of power-trains for Europe"１を発表され、FCEV 普及曲線のヨーロッパ版が提案さ
れた。ここでは欧州全域の HRS ネットワーク構築費用も計算され、その総額は 2,700 億€
に上るとされた。これはかなりの巨額であり、FCEV 普及曲線通りに成長しても投資回収
は困難と考えられたため、努力目標として HRS への政府補助金や FCEV に対する免税を






Appendix 2 日本におけるポータブル GRS 











図 ４６ GRS 地下タンク容量と GRS あたり自動車数 
（出典：著者作成） 
 
図 ４６ GRS地下タンク容量と GRS あたり自動車数図 ４６に第二次世界大戦後にお
                                                   
117 600L の金属製ガソリンタンクに簡易的な車輪と計量機を備えた安価な供給設備で「ポータブル計量器」と呼ばれた。





































































































ける定置式 GRS の地下タンク容量の推移と GRS あたり自動車数を示す。日本における
GRS 統計は 1953 年から設置数と地下タンク容量が公開された。1953 年の地下タンク容量
は 8800L であり、その後 1970 年にかけて単調に増加したあと現在に至るまで地下タンク
容量は増えていない。その間、GRS あたり自動車数は 1970 年から現在に至るまで単調に
増え続けているが、これは設備投資を増やすことなく物流を強化することで GRS あたり
の自動車数を増して経営効率の改善に努めたのではないかと推測できる。一方、GRS あ
たりの自動車数は 1953 年から 1963 年頃にかけて明らかな異常性を示している。これは、
第二次世界大戦後からいち早く普及して 1965 年当時まで多くの ICEV へのガソリン供給
を支えていたと思われるポータブル GRS が計算されないことで現れた異常性ではないか
と考えられる。1965 年以降の曲線を 1965 年以前に向けて延長した点線から下と上がそれ
ぞれポータブル GRS と定置式 GRS のガソリン販売量比率ではないかと考えられるが、ポ
ータブル GRS に関わる統計が存在しないため想像の域を出ない。 
 
 
図 ４７ 昭和 26 年のポータブル式ガソリン計量機 
（出典：富永製作所社史「トミナガ 100 年のあゆみ」1987 年） 
 
図 ４７は、ポータブル GRS 大手であった京都市の富永製作所の社史に掲載された昭和






図 ４８ トミナガ計量機年間生産台数（S 換）と SS 数・自動車保有台数の推移 
（出典：富永製作所社史「トミナガ 100 年のあゆみ」1987 年） 
 
表 ３３ ポータブル計量機のあゆみ 
（出典：富永製作所） 
■大正 12 年頃   
■昭和 25 年頃   
■昭和 27 年頃   
■昭和 28 年   
■昭和 43 年  




年間 763 台出荷 ￥87,000 













えたポータブル GRS（Dispersed Methods）は 1900 年以降のアメリカでも見られたが 1920
年前半には姿を消したようである。1910 年頃から固定式（Curb Pumps）の計量器が普及
をはじめたがこれも 1920 年代後半には姿を消し、1930 年代中ごろにはドライブイン式
（Drive-in Stations）が主流になり、1940 年代中ごろにはサービスステーション式（Service 
Stations）に代わって現在に続いている (Melaina, 2007)。一方、富永製作所のポータブル














Appendix 3 MIRAIについての考察 
2014 年 12 月から一般販売を開始した MIRAI の生産体制は、手作業120で年産 700 台（う








売台数はそれぞれ年産 13,000 台、年産 6,000 台であったが、これらと同じく、国内にお
ける HRS 普及状況等から年間 700 台までという需要を読み、製造原価に占める労務費や
減価償却費を抑えるために既存の手作業ライン活用による生産体制を選択したと考えら
れる。公開情報から減価償却費を計算すると償却期間 5 年で計算したとき１台あたり 57












                                                   
120かつて高級スポーツカーLexus LFA（販売価格 3,750 万円、世界限定 2 年間・500 台）を生産した工房を再活用して
計 13 人で生産されている。生産能力は日産 3 台。http://response.jp/article/2015/02/24/245058.html 
121 内燃機関とパワートレイン121のかわりに燃料電池と電動パワートレインを搭載したと考えると理解しやすい。 






図 ５０ MIRAI 車両概要123 
 
  




Appendix 4 創造的破壊についての考察 





ていた。例えば b.郵便馬車ICEV や c.ICEVZEV と a.を一緒に比べたとき、b.124が、a.125
や c.126に比べて圧倒的で進化していることは明らかであろう。よって、これらをすべて
Disruptive と呼ぶことに本研究は合意しない。 
同様に、Disruptive に関する Christensen の定義も本研究の狙いから考えると広すぎるよ
うである。Christensen は「破壊的技術は、当初は主流から離れた小規模な市場でしか使わ
れないが、いずれ主流市場で確立された製品に対抗しうる性能を身につける点が、「破壊










例えば 8 inch ドライブ5.25 inch ドライブを例にとったとき、本研究では技術イノベ
ーション以外にイノベーションの免除をもたらさない場合は「破壊的」とはみなさない。
例えば、8 inch5.25 inch はミニコン市場からデスクトップ市場という顧客創出を支援し
た点で本研究の定義における「破壊的」に近いが、5.25 inch ドライブによってのみデスク
                                                   
124 （ICEV の運行速度は郵便馬車の 10 倍） 
125  （鉄道の運行速度は郵便馬車より優れるが、利便性に劣るため郵便馬車を代替できない） 




















Appendix 5 電動駆動機関のプロセス・イノベーションと量産価格 
ここでは、BEV と FCEV を ZEV としてではなく電動駆動機関自動車ととらえ、プロセ
ス・イノベーションに関する内燃機関自動車との比較を試みる。 
例えば、2010 年 12 月に日産自動車から発売された BEV 乗用車 LEAF の販売価格は当
初税込 376 万円（X）であった。その後、2012 年 11 月のマイナーチェンジで税込 334 万
円の廉価グレード S が登場し、企業努力や政府補助金の減額タイミングにあわせて 2013
年 4 月に 306 万円、2014 年 3 月に 287 万円、2015 年 3 月に 273 万円と、三度にわたって
値下げされた。この間、2010 年から 2014 年の LEAF の年間平均販売台数は 3.9 万台（=15.6
万台/4 年）であった。 
ここで、1908 年に T 型フォードが登場せず 21 世紀に至るまで BEV が唯一の自動車と
いう仮の世界を考えたとき、万一 2010 年から ICEV を生産販売しようと考えても高度な
摺合せ技術を必要するエンジン工場と幅広い裾野産業を必要とする部品工場への初期投














                                                   
128 ZEV における今後の技術イノベーションおよび価格目標・価格予測の詳細は MIT や DOE の研究に詳しい。DOE
は年産 50 万台、MIT は年産台数未定義で 2035 年前提とのみ記されているが、いずれも本格量産が始まった際には HEV
に近いところまで価格低下するものと予想されている。 



















                                                   
130 Henderson and Clark (1990)、藤本(2003)はじめ多くの研究者によって詳細かつ広範囲に分析されている。 
131 [長谷川, 2016] 
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Appendix 6 水素イニシアチブ 
水素イニシアチブとは、水素および燃料電池技術を用いて地球温暖化対策や新規雇用
創出を進めることを目的とした産官学連携組織を指す場合の一般名称であり、国連の
JPHE、日本の FCCJ、欧州の H2 Mobility、アメリカの DOE および CARB といった大規模
なものからロンドン、アバディーン、マサチューセッツ州、福岡県、大阪府などの地方
自治体が運営するものまで、さまざまな組織が現在も活発に活動している。例えば経済
開発協力機構 OECD 参加の HIA（Hydrogen Implementing Agreement）の歴史は古く、その
発端は 1970 年代のオイルショックにさかのぼる。これは日本の FCCJ でも同じであり、
1970 年代のサンシャイン計画から様々な変遷を経て現在に至っている。水素イニシアチ










表 ３４ Number of Commercial HRSs 
（出典：著者作成132） 
Nation/Region H2 Initiative 2014 Actual 2017 Target 2020 Target 
Japan FCCJ 3 100(2015) 140 
USA CaFCP 9 68(2016) 100 
Germany H2 Mobility 15 140 223 
UK UK H2M 7 48 72 
France H2M France 2 - -. 
Norway SHHP 6 -. -. 
Korea  12 43(2015) 168 








表 ３５ 水素イニシアチブのメンバーとその特徴 
（出典：著者作成133） 
 参加 備考 
政府 有 経済産業省管掌（日本の場合） 
企業 有 自動車会社、エネルギー会社 
大学 有 自然科学系 
顧客 無 － 




一般ユーザーへの FCEV 乗用車の普及が始まり、2025 年に FCEV 乗用車および HRS がビ
ジネスとして成立し、2025 年に FCEV 乗用車 200 万台の普及を目指す、とされている 3)。







行研究である (Park, Kim, & Lee, 2011) (Collantes, 2007)。これらはあくまで学術論文として
結果というより新しい論理を世に問うために出版されたものであり、AR4 と同じく何か
を推奨するものではないと思われる。しかし、これが何かを推奨しているととらえる誤
解は AR4 と同じく後を絶たない。 
日本市場における HEV の普及を例にとると、当初高価だった販売価格のハンディを克
服して商業化開始から 4 年後には年産 20,000 台に達したが、HEV は ICEV との価格差も
                                                   
133 著者は日産自動車総合研究所所属として以下の水素イニシアチブにメンバーとして参加しヒアリングを行った：
















図 ５１ 欧州政府の水素イニシアチブ推移 
（出典：富士経済、著者） 
                                                   
134 FCEV の場合は、ICEV との価格差が大きく走行燃費についても明確な優位性がない。なお、５章で述べるように、
フルサイズ HRS で償却が進まない現状では水素コストは 1,003%に高騰する。政府補助金がない場合、走行燃費は ICEV














１）ORNL 報告 (Green, Leiby, & Bowman, 2007) 
2005 年にブッシュ政権下のアメリカ議会が水素経済への移行をサポートするため
Section 811 of the Energy Policy Act (EPACT) of 2005 (Public Law No:109-058)を制定したこ
とを受け、2006 年 1 月 25 日にエネルギー省が DOE and Freedom CAR & Fuel Partnership 
Hydrogen Delivery and On-Board Storage Analysis Workshop と称するワークショップを開
催した。このとき、DOE の依頼でオークリッジ国立研究所（ORNL）が提案した３つの
vehicle penetration scenario をまとめた資料が ORNL 報告である。 
 
 
図 ５３ ORNL 報告における政策の位置づけ 






図 ５４ ORNL 報告における３種類の FCEV 普及シナリオ 
（ (Green, Leiby, & Bowman, 2007)より著者作成） 
 
EPACT が求める” alternative scenarios for deployment of millions of hydrogen fueled 
vehicles and supporting infrastructure”に答えるため、図 ５４の３種類のシナリオが提案
された。いずれも 2013 年～2015 年の短期目標と 2025 年の長期目標からなるが、シナリ
オ１が求める「2015 年に数千台」は 2015 年 5 月現在においてほぼ不可能であり、シナリ
オ２と３が求める「2013 年に数千台生産」は実現されなかった。 
Scenario 1 – Production of thousands of vehicles per year by 2015 and hundreds 
of thousands per year by 2019. This option is expected to lead to a market 
penetration of 2.0 million fuel cell vehicles (FCV) by 2025. 
Scenario 2 – Production of thousands of FCVs by 2013 and hundreds of 
thousands by 2018. This option is expected to lead to a market penetration of 5.0 
million FCVs by 2025. 
Scenario 3 – Production of thousands of FCVs by 2013, hundreds of thousands 




















































































ORNL 報告は、政策の支援なしに FCEV が配備されることはないと仮定し、３つのシ
ナリオで必要とされる政策コストを以下のように between $1 and $6 billion と試算した。 
The scenario analysis evaluated the cost of alternative government policies to support a 
successful transition to hydrogen fuel cell vehicles. The costs for the three policy cases analyzed 
were estimated to range from $10 to $45 billion cumulatively over the 2012-2025 timeframe (14 
years), with peak annual costs of between $1 and $6 billion. 
ORNL 報告に掲げられた between $1 and $6 billion という政策コストの対象には 2025 年
に 50 万台から 250 万台の FCEV 販売が含まれる。なお、ORNL 報告はその内容がいずれ
かのシナリオの選択を推奨したものではないことを記しているが（下記）、図 ５３のよ
うな強いメッセージのもとではやや力不足の感がある。 
Although there was no consensus on a particular vehicle penetration rate, it was agreed that 
this set of scenarios is inclusive of industry expectations and could provide a basis to interpolate 
or extrapolate the results to other cases. The purpose of the DOE study was not to select any one 
scenario but to assess the costs and impacts of achieving each. x, (Green, Leiby, & Bowman, 
2007) 
 
２）Stern 報告135 (Stern, 2007) 
Stern 報告は、2006 年 10 月 30 日に世界銀行のチーフエコのミスであった経済学者ニコ
ラス・スターン卿(Sir Nicholas Stern) によって英国財務省のために作成された地球温暖化
（気候変動）に関する報告書であり、2007 年 1 月に Cambridge University Press から書籍
として刊行された。 
Stern 報告では、IPCC-AR4 と同様の地球温暖化研究に加えて、CO2 排出抑制がなされ
ず地球温暖化が放置された際に発生する年間コスト（大規模災害対策費等）が開示され
た。また、この年間コストが世界の GDP の 5-20%に及ぶ一方、CO2 濃度を現在の 430ppm
から 500-550ppm迄に抑制するために必要な年間コストは世界の GDP の 1%程度136であり、
地球温暖化対策が政策コスト的に有利であるとの見解が示された。 




環境省による Executive Summary 和訳
http://www-iam.nies.go.jp/aim/publications/review/2006_stern/stern_review_summary_jpn.pdf 
136 日本の場合、年間 5 兆円程度に相当する 
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Using the results from formal economic models, the Review estimates that if we don’t act, the 
overall costs and risks of climate change will be equivalent to losing at least 5% of global GDP 
each year, now and forever. If a wider range of risks and impacts is taken into account, the 
estimates of damage could rise to 20% of GDP or more.  
This is a major challenge, but sustained long-term action can achieve it at costs that are low 
in comparison to the risks of inaction. Central estimates of the annual costs of achieving 
stabilization between 500 and 550ppm CO2e are around 1% of global GDP, if we start to take 














の後に発表された国際エネルギー機関 IEA の ETP2008 (International Energy Agency, 2008)
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